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ＮＴＴグループ向け新調達システム 利用予定会社（９９社） 

２０２４年４月１日現在 

 

日本電信電話株式会社 

 

東日本電信電話株式会社  

株式会社 NTT 東日本-南関東、株式会社 NTT 東日本-関信越、 

株式会社 NTT 東日本-東北、株式会社 NTT 東日本-北海道、 

株式会社エヌ・ティ・ティエムイー、NTT タウンページ株式会社、 

テルウェル東日本株式会社、株式会社 NTT 東日本サービス、 

株式会社エヌ・ティ・ティ・カードソリューション、株式会社 NTT ネクシア、 

エヌ・ティ・ティ・レンタル・エンジニアリング株式会社、 

NTT 印刷株式会社、テルウェル東日本アイ・ピー・エス株式会社、 

エヌ・ティ・ティ・ブロードバンドプラットフォーム株式会社、 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ル・パルク、エヌ・ティ・ティ・スポーツコミュニティ株式会社※1、 

エヌ・ティ・ティ テレコン株式会社、株式会社 NTT 東日本プロパティーズ、 

日本空港無線サービス株式会社、日本テレマティーク株式会社※1、 

株式会社アイ・エス・エス、ネクストモード株式会社※1、 

NTT イー・アジア株式会社※1、株式会社 NTT アグリテクノロジー、 

株式会社ビオストック※1、株式会社 NTT e-Sports、 

株式会社 NTT ArtTechnology、株式会社 NTT e-Drone Technology※1 

※1 利用開始時期未定 

 

西日本電信電話株式会社  

株式会社 NTT フィールドテクノ、NTT ビジネスソリューションズ株式会社、 

株式会社エヌ・ティ・ティビジネスアソシエ西日本、テルウェル西日本株式会社、 

株式会社 NTT 西日本アセット・プランニンクﾞ、 

NTT 西日本ビジネスフロント株式会社、エヌ・ティ・ティ・ソルマーレ株式会社、 

エヌ・ティ・ティ・スマートコネクト株式会社、エヌ・ティ・ティ・メディアサプライ株式会社、

株式会社 NTT ビジネスソリューションズ MCS、株式会社 NTT 西日本ルセント、 

株式会社メディアプラットフォームラボ、株式会社 NTT マーケティングアクト ProCX 

 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションスﾞ株式会社  

株式会社エヌ・ティ・ティピー・シー・コミュニケーションズ、 

エヌ・ティ・ティ・ビズリンク株式会社、 

エヌ・ティ・ティ・ワールドエンジニアリングマリン株式会社、 

NTT コムエンジニアリング株式会社、 

NTT コムオンライン・マーケティング・ソリューション株式会社、 

NTT スマートトレード株式会社、株式会社ドコモビジネスソリューションズ、 
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株式会社 NTT ドコモ  

株式会社ドコモ CS、株式会社ドコモ CS 北海道、株式会社ドコモ CS 東北、 

株式会社ドコモ CS 東海、株式会社ドコモ CS 北陸、株式会社ドコモ CS 関西、 

株式会社ドコモ CS 中国、株式会社ドコモ CS 四国、株式会社ドコモ CS 九州、 

ドコモ・サポート株式会社、ドコモ・テクノロジ株式会社、 

株式会社ドコモ・インサイトマーケティング、株式会社ドコモ・アニメストア、 

株式会社 NTT ドコモ・ベンチャーズ、株式会社ドコモ・バイクシェア、 

株式会社ドコモ・プラスハーティ、株式会社ドコモ gacco、 

ドコモ・データコム株式会社、株式会社アイキャスト、 

株式会社 NTT コノキュー、株式会社 NTTSportsX、 

株式会社 PrismPartner、株式会社 NTTDigital、 

株式会社 NTTDigitalExchange、株式会社 NTT コノキューデバイス 

 

エヌ・ティ・ティ・コムウェア株式会社 

エヌ・ティ・ティ・インターネット株式会社 

 

NTT アーバンソリューションズ株式会社  

エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社、NTT アーバンバリューサポート株式会社、 

株式会社 NTT ファシリティーズ※2、 

株式会社 NTT アーバンソリューションズ総合研究所 

※2 2025 年 4 月導入予定 

 

エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社 

アイレック技建株式会社 

 

NTT テクノクロス株式会社 

NTT テクノクロスサービス株式会社 

 

株式会社 NTT ExC パートナー 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ビジネスアソシエ東日本 

 

株式会社エヌ・ティ・ティ・アド 

株式会社情報通信総合研究所、エヌ・ティ・ティ出版株式会社 

 

NTT リミテッド・ジャパン株式会社 

 

NTT ライフサイエンス株式会社 

 

NTT ファイナンス株式会社 

 

NTT･TC リース株式会社 
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NTT アノードエナジー株式会社※3 

       ※3 2025 年 4 月導入予定 

 


